
物価高騰に見合う年金引き上げを求める意見書 

 

厚生労働省は本年１月２０日に２０２３年度の年金額改定をおこないました。そ

の内容は物価変動率がプラス２.５％、名目賃金変動率がプラス２.８％として、物

価と賃金がともにプラスで、賃金が物価を上回るため、改定のルールにより、６７

歳以下の改定率は名目賃金変動率と同率の２.８％、６８歳以上の改定率は物価変

動率の２.５％をそれぞれ適用するとしました。 

しかし、重大なことは３年ぶりにマクロ経済スライドを適用し、２０２３年度の

調整（削減）分マイナス０.３％と２０２１～２０２２年度の繰り越し分マイナス

０.３％を合わせ０.６％削減したことです。 

結果６７歳以下の年金受給者は２.２％、６８歳以上は１.９％のプラス改定にな

ったが、物価との関係でみれば、実質的に最大０.６％の減額となり、この１１年間

で公的年金は実質７.３％減額となります。 

一方、物価は異常な高騰をみせています。昨年１２月の消費者物価指数は食料品

７％、電気料金２１.３％、ガス料金２３.３％の値上げとなっています。その後も

高騰を続けています。 

 このような状況を鑑み、年金の適正な改定・物価高騰に見合った年金引き上げを

求めます。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 
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